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かに、意志的要因としての action planning（アクションプランニング）と coping 
planning（コーピングプランニング）の役割、及びそれらの要因を活性化することが重
要である。しかし、交通行動における coping planning の役割や効果などを対象にした




Coping planning を導入した行動変容モデル 
本論文の構成は 7 章から成っており、第 1 章では研究の背景・目的を述べ、第 2 章で
はモビリティ・マネジメントの手法、行動理論、交通行動についての既往研究を整理し
ている。第 3 章では action planning と coping planning の測定方法と心理尺度を提案
している。第 4 章で上記 についての要因の影響、第 5 章で上記 についての介入効果
の分析を行った。第 6 章では上記 についてのモデルを構築した。以下に本論文で得ら
れた知見を論文の構成にしたがって述べる。 
 
第 4 章では、交通行動に対する action planning と coping planning の影響を分析し
た。その結果、action planning も coping planning も公共交通利用に影響を与えるこ
とが示された。これに対して、自動車利用に影響を及ぼす action planning と coping 
planning の相互作用が現れることを発見した。具体的には、action planning は、高い
coping planning を立てた通勤者だけの自動車利用に影響を与えている。さらに、高い
action planning を立てた通勤者に限って、coping planning は自動車利用に影響を与
えている。したがって、action planning 及び coping planning は、自動車利用行動を
独立に決定できないことである。 
第 5 章では、プランニング要因が交通行動に影響を及ぼす可能性があるという知見（第
4 章）に基づいて、1 ヶ月間にわたる社会実験を実施し、個々人の action plan（アク
ションプラン）および coping plan（コーピングプラン）を要請することの自動車利用
削減効果を検討した。action plan と coping plan とは、それぞれ action planning と
coping planning を高め、次に自動車利用行動を変容することを目指す介入である。そ
の結果、外部影響を排除できる事前・事後テストの制御設計に基づいて、action plan
の介入が action planning にのみ影響を与えたことを示している。しかし、action plan
と coping plan を組み合わせた介入は、行動意図、action planning、coping planning
に影響を与えた。さらに、その複合的な介入は、自動車利用削減の有効性を裏付けてい
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るが、action plan の介入だけではない。 
第 6 章では、プランニング要因強化に伴って起こる自動車利用削減の実験的証拠（第
5 章）をもとに、coping planning を導入した行動変容モデルを提案した。このモデル





示している。さらに、行動変容における個々人の action plan と coping plan を組み合
わせた介入の有効性は、意志的要因の媒介に起因することを示唆している。これらの知
見に基づき、その coping planning を導入した行動変容モデルは、交通行動変容におけ
る実行意図の有効性を説明することができる。なお、行動を起こす実行意図及び習慣を
解凍する coping planning の異なる役割を明らかにした。 
最後に、第 7 章は結論であり、本論文の成果の概要をまとめている。 
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意志的要因としての  action planning（アクションプランニング )と  coping planning（コ
ーピングプランニング ) の役割、及びそれらの要因を活性化することが重要である。し
かし、交通行動における coping planning の役割や効果などを対象にした研究は十分に行
われていなかった。  













以上のとおり、本研究は action planning 及び coping planning の役割をはじめ、意志的
要因を考える交通行動変容メカニズムを明らかにするものであり、今後モビリティ・マ
ネジメントの適切な実施に向けた交通行動変容の基礎的な知見を与えるものであり、異
議あるものと考えられる。よって、本論文は博士（工学）の学位論文として価値あるも
のと認める。また、平成２９年８月２３日、論文内容とそれに関連した事項について試
問を行って、申請者が博士後期課程学位取得基準を満たしていることを確認し、合格と
認めた。  
 
